
○戸沢村地域づくり交付金補助金交付要綱 

平成24年３月28日 

告示第５号 

（目的） 

第１条 この要綱は、村内地区会等や地域における様々な課題の解決を図り、かつ村民が自助・

共助・公助の基本原則に基づき、主体的な連携のもとで地域づくりを推進する、地区会及び団

体等に対して補助金を交付することに関し、戸沢村補助金等に係る予算執行の適正化に関す

る規則（昭和43年規則第10号）に定めるところにより予算の範囲内で補助することで、村民の

自発的かつ自立的な意思に基づく参画と協働による元気な村づくりの実現に寄与することを

目的とする。 

（補助対象者） 

第２条 本事業の補助対象者は、次の者が取り組む事業を対象とする。 

（１）村内の地縁団体を基本とし、各地区会単位及び複数の地区会単位による連合体 

（２）集落や地域を対象に活動する団体（村全体を活動範囲、又は対象とする団体を除く） 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業は、地区会等や地域における課題の解決を図り、かつ村

民による主体的な連携と交流による元気な地域づくりを推進する目的で実施される、以下の

２つの種類の事業とする。ただし、他の補助金等の制度がある事業内容及び、村道、農道、指

定管理されている公園、公民館の修繕に係る事業は対象としない。 

（１）活性化に資する事業や行事等の開催を目的とする事業 

（２）地区会等や地域の財産を得る事を目的とする事業 

（事業計画等の提出） 

第４条 補助金の交付を受けようとする地区会及び団体等は、別に定めるところにより村長に

事業計画書等を提出しなければならない。 

（事業計画の選考及び審査） 

第５条 村長は、前条に定める事業計画等を選考委員会で審査を行うとともに、補助の対象とす

る事業を選考し、その結果を応募者に通知する。 

（交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする地区会及び団体等の代表者（以下「申請者」という。）

は補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、村長にその指定する期日まで

に提出しなければならない。 

（１）事業計画書（様式第２号） 

（２）収支予算書（様式第３号） 

（３）その他必要な書類 

（変更承認） 

第７条 交付対象事業の内容を変更しようとするときは、変更承認申請書（様式第４号）を村長

に提出し、承認を受けなければならない。ただし、軽微な変更の場合はこの限りではない。 

２ 軽微な変更とは、次に掲げる変更以外の変更とする。 

（１）補助金の額を増額するとき。 



（２）事業の廃止 

（概算払い） 

第８条 村長は、必要と認めるときは、補助金の一部を概算払いすることができる。 

２ 概算払いの額は、補助事業者が補助事業の進捗状況に応じた経費の支払いに当てるため、必

要な経費の範囲内とし、事業計画に基づき支払うものとする。ただし、これによりがたい相当

な理由がある場合は、この限りでない。 

３ 補助事業者は、概算払いにより補助金の交付を受けようとするときは、概算払い請求書（様

式第８号）を提出しなければならない。 

（実績報告） 

第９条 補助事業者は、補助対象事業が終了したときは、事業実績報告書（様式第５号）に次に

掲げる書類を添えて、事業の完了した日から起算して３０日を経過する日までに提出しなけ

ればならない。 

（１）事業実績書（様式第２号） 

（２）収支精算書（様式第３号） 

（３）事業が完了したことが分かる写真 

（４）その他村長が必要と認める書類（領収書又は支払いが証明できるもの） 

（補助金額の確定） 

第10条 村長は前条の報告があった場合はその内容を審査し、地域づくり交付金の額を確定し、

確定通知書（様式第６号）により申請者に通知するものとする。 

２ 提出された収支精算書の支出総額に補助割合を乗じて得られた金額が補助申請額を越えた

場合であっても、補助金の額は交付申請の額とする。 

（関係書類の保管） 

第11条 補助事業者は、補助対象事業に係る収入及び支出の状況を明らかにした帳簿を整備し、

交付対象事業が完了した年度の翌年度から５年間保存しなければならない。 

（情報の提供） 

第12条 村長は、提出された地域づくり交付金事業の実施に関する内容について、村民に対し自

ら広く情報の提供に努めるものとする。 

（その他） 

第13条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

 

  



○戸沢村地域づくり交付金事業実施要綱 

平成24年３月28日 

告示第６号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地域づくり交付金事業を実施するに当たり、必要な事項を定めるものとす

る。 

（補助対象事業） 

第２条 戸沢村地域づくり交付金補助金交付要綱（以下「要綱」という。）第３条に示す補助対

象事業とは、次の各号に掲げる活動とする。 

（１）地区会や地域内で文化伝承やスポーツ振興を図る活動 

（２）地区会や地域内での美化活動、及び環境整備活動 

（３）地区会や地域内での安心安全と子どもの見守り活動 

（４）地区会や地域内での健康づくり、及び福祉の推進を図る活動 

（５）村外地域との交流事業による活性化を図る事業 

（６）その他地区会や地域内で活性化推進を図る事業 

（７）その他村長が認めた活動 

（補助割合の区分及び算定方法） 

第３条 補助割合の区分及び算定方法、限度額は、次のとおりとする。 

世帯数等の

区分 

 

～10戸 

11戸 

～20戸 

21戸 

～40戸 

41戸 

～60戸 

61戸 

～80戸 

81戸～ 

総事業費に

対する補助

金の割合 

95％ 90％ 85％ 80％ 75％ 70％ 

世帯数等の区分：当該年度に開催される地縁団体（地区会）総会の対象世帯数とする 

※補助金額の算定方法 

総事業費 × 補助金割合 ＝ 補助金額（千円未満切り捨て） 

※限度額（事業全体総額は 300万円） 

・ソフト事業：１地区会等の限度額は 20万円とする 

・ハード事業：１地区会等の限度額は 40万円とする 

※団体等の補助区分は 81戸～（70％）と同様とする 

※「地域づくり交付金事業」への申請は、各年度１回までとする。 

 ・ハード事業：地域で利用されている建物（公民館等）の設備改修及び周辺整備等、ゴミス 

テーションの整備、１件 10万円以上の備品の取得 

 ・ソフト事業：ハード事業以外 

（事業の性格） 

第４条 事業の性格は、次のとおりとする。 

（１）政治的、宗教的な意図がない事業であること。 

（２）他に村からの補助金等の交付をうけていない事業であること。 

（３）特定の人のみに事業効果が帰属しない事業であること。 

（申請の募集） 

第５条 事業の募集時期は、第１次募集期限を５月末日とする。ただし、第７条の補助金交付決



定額が事業全体限度額300万円に満たない場合は、第２次募集をすることができる。その募集

期限は10月末日とする。 

（事業の選定及び審査） 

第６条 村長は、事業計画等の提出を受けた場合、村管理職による選定委員会で審議のうえ事業

計画の可否について、村長に意見を具申する。 

（補助金交付決定） 

第７条 村長は、補助金交付申請の内容を審査し、前条による選定委員会の意見を加味し、適当

と認める場合は、補助金の交付を決定し補助事業者に通知するものとする。 

（事業計画の変更） 

第８条 交付申請した事業内容の変更、又は補助金の増額を行おうとする場合は、速やかに変更

承認申請書を提出し、承認を受けなければならない。 

（補助金の額の決定） 

第９条 村長は、補助事業者から事業実績報告があった場合には、内容を審査するとともに必要

に応じて現地調査を行い、補助金の額の確定を行うものとする。ただし、事業費に補助割合を

乗じて算定された補助金の額が、申請金額を超える場合であっても補助金は増額しない。 

（その他） 

第10条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 


